"CHIANIJIHŌ” and Labor Movement by 秋田 成就
治安維持法と労働運動
著者 秋田 成就
出版者 法政大学社会学部学会
雑誌名 社会労働研究
巻 12
ページ 142-178
発行年 1960-12-15
URL http://hdl.handle.net/10114/8191
大正十四年三月第五○帝国議会を通過、同四月一一十一日公布、五月十一日から施行された治安維持法は、戦前に
おける治安・思想立法の根幹をなしたばかりでなく、その直接取締の対象でない労働運動に対しても決定的な影響
力を及ぼしてこれを抑圧した点において、まさに反社会運動立法としての声明を内外に馳せたものであった。それ
、
、
勺
は「神聖なる」国体を「兇悪」なる思想から護持すゃへき思想立法としての抽象性と、「体制」の変動を阻止すべき拾
四、治安維持法と労働運動
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安立法としての包括性に加えて、その運用の衝に当った特高警察権による峻厳な法の適用および濫用により弾圧立
、
、
、
法の典型として、近代民主制国家にほとんどその類を見ないものであった。
治安維持法の成立に当り、労働階級は激しい反対運動を展開し、良識ある世論もまたこの悪法を難じた。すでに
それが激しい世論の前に消滅を余儀なくされた過激社会主義取締法案の再来であることは明らかだったからであ
る。政府与党はしかし、本法が正常な労働運動に関係のないことを強弁することにより、かつ、「国体擁護」の犬
、
、
、
義名分を強調することによって反対論を封じた。
ところが、成立した治安維持法は、明治憲法が曲りなりにも保障した基本的人権としての言論・表現・集会。結
社の自由を法律および安寧秩序の名において根本的に陳瀬することとなった。治維法の直接のねらいは当初、共産
党を主体とする革命的思想運動にあったけれども、それは施行の過程において漸次、外廓無産大衆団体へ拡張適用
され、幾多の労働団体および指導者を処罰の対象としたばかりでなく、多くの警察諸法規における「公共性」の解
釈に一般的な指針を与えることによって、それらの法規の拡充解釈や濫用を許したのである。
当時のわが国労働運動は必ずしも革命的方向を志向するものではなく、またその実力ももっていなかったが、治
安警察法第十七条による争議権の剥奪、労働組合法の欠如、警察官憲の干渉等あらゆる弾圧政策の中で、穏健な組
、
、
、
、
、
合といえども勢い政治運動に趣らざるをえない状況にあり、また無産運動の行動のイデオロギーを輸入された社会
主義に求めたために、それらはその実態以上に過激主義の相貌を呈した。治維法はこれらの過激主義を真の階級斗
、
、
、
、
、
争に発展させないための思想的予防立法として、多くの国家主義者が陥り勝ちな心理的恐怖の中で強行成立せしめ
られたものである。組合運動をその対象外におくという保障は最初からどこにもなかった。
一四一一一
治安維持法と労働運動
治安維持法の前駆をなすものは、大正十一年第四五帝国議会に政友会高橋内閣から提出された過激社会主義取締
法案であった。第一次大戦後の経済恐慌の下、労働運動、社会運動は急激に勃興し、かつ急進化していったが、「近
来我国二於テ外国同志ト相提携シテ過激主義ノ宣伝ヲ為サントスル者漸〃多」い諭鰍蝦提）事態に鑑み、政府は
「無政府主義共産主義其ノ他二関シ朝憲ヲ素乱スル事項」（法案第一条）および「社会ノ根本組織ヲ暴動、暴行、脅迫
其ノ他ノ不法手段二依リーナ変革スル事項罠法案第二条）を取締りの対象とするきわめて広汎な治安立法を提案したの
である。この法案は直接労働運動をその取締りの対象とするものではなく、また治安警察法が存在する以上さし当
ってその必要もなかった。しかしながら、この治瞥法も労働争議を禁圧していた第十七・一一一○条撤廃の世論がようや
（１） 
く熟し、他方、労働組合を法認するための労働組合法案もしばしば議会を賑わせていたところから、政府がこれら
も
Ｔ
の立法の成立を近い将来に見》」して、労働運動を含めた多衆運動をその目的や運動方針について規制しようとする
本稿は主として治維法と労働運動との関係という観点から、まづ法成立の立法過程を跡づけ、ついで法の施行過程
において司法府の果した役割を検討しこれらの両過程を通じて治維法の本質的性格を究明しようとするものである。
んど無視されるにいたった。
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立法過程において法の濫用という観点から、野党は法案に対し一応の抵抗を示した。この抵抗の中には労働階級
の反対の意思が最少限反映されている。しかしこの濫用の阻止という立法府の意思は行政府と司法府によってぼと
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治安・思想立法の制定を焦眉の急と考えたことは想像に難くない。貴族院で先議された同法案の審議過程において、
山脇玄議員の「近来ノ労働運動〈賃銀ノ公定、時間ノ短縮、事業経営二参加シャウト云フノト、ソレカラ或ル物ヲ
国有ニシャウ、公有一一シャウト云フコトヲ盛二主張シテ居ルノデアリマスガ、其事業経営二参加スルトカ、或〈或
ル物ヲ国有或〈公有一一スルト云う運動ガ此第三条二含ムヤ」との質問に対し、林頼三郎政府委員は、単に事業に参
加し、あるいは或物を国有、または公有にするというだけでは当らないが、「其程度、状態ノ如何二依ツーナ社会組
織ノ根本ヲ動カスト云うコトモゴザィマセウ」と答えている（搬離鵬蝋聯擶訟一「瑚萠研）。
つづいて第五回の委員会ではサポタージやボイコットが問題となった。そこでは、これらの争議戦術が法案第三条
の社会の根本組織を変革するための不法手段となるかどうかについての大島、岡田、竹越議員の質疑に答え、林委員
は「私有財産制度ガ悪ィ、ソレヲ破壊スルノニハ資本家ヲ漬シテ仕舞ハナケレパナラヌ、其資本家ヲ漬スノニハ『サ
ポタージ』デャラナヶレパナラヌト云うコト一一ナッテ来タナラバ、第三条一一這入りマセウ」（前掲書一七一’九頁）と
いっている。ボイコットについてはいかなる理由からか、速記が中止されていて、審議の内容は知り得ないが、諸般
の論調からみて、政府側は本法案の処罰の対象となると答えた模様である。治警法十七条により争議戦術のほとんど
が非合法化されているとき、右以上に審議が展開される余地はなかったであろうが、政府が労働運動を含めて社会
、
、
、
、
、
、
、
、
（２） 
組織の根本を変革するおそれのあるすべての団体運動を取締りの対象に考えていたことは否定し』えない。ところ
で、憲政会、革新倶楽部の少壮派を中心とする法案反対が功を奏して審議未了のうちにこれを葬り去ったという事
実は、かれらの労働運動への配慮というよりむしろ、法案のねらいが社会運動をこえてさらに自由主義的政治運動
に波及する危険性をかれらがみてとったからに外ならない。
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ノ「過激社会運動取締法並に労働組合法案制定に関し労働組合を圧迫ぜんとする資本家政府及議会に対して極力反対す」と
の決議文をもって「第一次」悪法反対運動の口火をきった。この時すでに、過激社会運動取締法案こそ内外の反対
によって償えていたが、政府当局がこれを断念するとはとうてい考えられず、加えて上程を伝えられる労働組合法
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（１）治安警察法十七条の労働争議への適用事例およびその撤廃をめぐる論争については拙稿「戦前における我国労働争議調
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第一条無政府主義共産主義其ノ他一一関シ朝憲ヲ素乱スレ事項ヲ宣伝シ又〈宣伝セムトシタレ者〈七年以下ノ懲役又ハ禁鋼
一一処ス前項ノ事項ヲ実行スレコトヲ勧誘シタレ者叉〈其ノ勧誘一一応ジタレ者罰前項一一同シ
第二条前条第一項ヲ実行叉〈宣伝スレ目的ヲ以テ結社、集会又〈多衆運動ヲ為シタレ者〈十年以下ノ懲役又〈禁鋼一一処ス
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労働運動の側では、早くもこの事実を察知して反対運動を展開した。大正十一一年一月二一一日、総同盟はじめ多くの
（１） 
組合は悪法反対労働団体対議〈云運動聯合協議〈雪を結成
「我が政府ハ我々労働者ヲ圧迫センガ為行政法治安警察法憲法等ヲ実施シ猫且過激社会運動取締法案ヲ提出セントスルハ之賓
本家擁護二外ナラズ此処二於テカ我汽労働組合〈此ノ際議会二対シテ反対運動ヲ起シ徹底的｝一之が排斥二努力セントスルモ
ノナリ」との宣言文および、
案や小作調停法案も諺労働者側の立場からみれば諺弾圧的色彩の濃いものとして全力をあげてこれを阻止する必要
に迫られていたのである。十二年一一月四日には東西相呼応して一一一法案反対演説会が開かれ、反対全国労働組合同
盟、機械労働組合聯合会等組合団体の一一一法案反対宣一一一一口、決議、続いて一一月一○日の大阪聯合会、向上会主催の演説
会、十一日には機械労働組合聯合会主催の演説会および反対全国労働組合主催のデモ行進など反対運動はし烈に展
開された。この「第一次」悪法反対斗争と、治安維持法の上程に対する「第二次」悪法反対斗争との間に若干の切
れ目があるのは、大正十二年九月の関東大震災によるものである。ところが、この震災とこれによって創り出され
〔２〕
た特異の事態は、治安立法の成立をねらう政府に恰好の口実を与二え、「治安維持ノ為ニスル罰則二関スル件」と題
する緊急勅令によって治維法制定えの橋渡しとさせるに到った。
（１）悪法反対労働団体議会運動聯合協議会の参加団体は全日本鉱夫総聯合、時計エ組合、造機船工労働組合、南葛労働協
会、理髪職組合技友会、自由労働者組合、名古屋朝鮮労働組合、出版現業員組合、日本労働同盟会、中部労働組合、関東機
械エ組合、新聞エ組合、水平社であり、その外機械労働組合聯合会、信友会、正進会、芝浦労働組合、名古屋労働協会、エ友会
は実行方法如何によっては同一行動をとるという条件付参加であった。この点における若干の見解の対立はいわゆる「悪法」
の中に治維法とはや人法規範的性格を異にする労働組合法を入れるべきかどうかをめぐる評価の差異によると思われる。
（２）治安維持ノ為一一ズレ罰則一一関スレ件（大一二、九へ七勅令四○一一一号）は次の通りである。
「出版通信其の他何等ノ方法ヲ以一テスルヲ問ハス暴行騒擾其ノ他生命身体若〈財産一一危害ヲ及ホス〈キ犯罪ヲ煽動シ安寧秩
序ヲ素乱スレノ目的ヲ以テ流言浮説ヲ為シタレ者〈十年以下ノ懲役若《禁銅又《一一一千円以下ノ罰金一一処ス」
治維法に本令の内容が引き継がれて廃止されるまで、本令違反により起訴された件数は一一○件でその実績は余り上らなかっ
たといわれる（戒能編・警察権六七頁）が、それは同令に対する世論の反対がきびしかったことに帰因すると思われる。たと
えば日本弁護士会（法律新聞大一二・一一一・二八）、や記者倶楽部（中央法律新報大一一一一・二）は一致して撤廃決議をしている・
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（１） 
過激社会主義歪取締法案審議に際して世論を背景にあくまで反対を主張し、ついにその成立を挫折せしめた□時の野
党憲政会があえて治維法提案にふみきったのはいかなる理由によるものであろうか。それは普選法案の成立を期す
る若槻内閣が、貴族院、枢密院の同法案に対する反対緩和のため、労働組合法案の上程断念とともに政治的取引の
（２） 
具に供したものといわれる。しかし、政府与党自身が、日を追うて燃え上るかに見える無産大衆運動の全般的進出
に危倶の念をいだいて、すでに焦眉の急となっていたかねての公約たる労働法案（治警法十七条撤廃、労働組合法
察、労働保護法の整備）などの成立前に、思想・治安立法制定の必要性を痛感していたことは疑いのない事実であ
政府の意向を受けて立案にあたったのは司法、内務両省で、それぞれ独自の法案を準備したが、両省の間には当
初、かなりの見解の開きがあったようである。司法省案は過激社会主義取締法案の趣旨をそのまま引きついで「朝
憲素乱」「安寧秩序の素乱」等その対象の範囲をかなり広範かつ抽象的に規定しているのに対し、内務省側はこれ
（３） 
をより具体化した案を示している。要するに司法省側は治維法をもって思想的取締立法たらしめようとするのに対
し、内務省側は主として治安立法的立場からこれに臨んだものといえるが、両案が法制局に廻付審議（二二七）さ
れた結果打ち出された法案は、内務省案に近づきつつも両案の折衷といった性格のものとなった。ただし法案には
内務省案にもなかった「政体ノ変革」の文字が新たに挿入され、衆院における法案審議の焦点となった。
る
｡ （１）法案に対しては弁護士団の反対決議（法律新聞十一。三・二八）教育記者団の反対決議（同十一・一一一・二三）など激し
い反対があった。
（２）枢密院は普選法案の衆院上程に先立つ大正十四年二月二○日の臨時会議において「普選実施の結果思想の悪化を誘致ぜ
過激社会主義取締法が形を変えて治安維持法として第五十議会に上程されるとの報を伝え聞いた労働運動の側で
津
（
註
〕
は、直ちに悪法反対運動を展開した。この「第二次」悪法反対斗争の目標は治維法の外、労働組合法案および労働
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しむるのおそれあれば政府はこれが取締りを厳重となすべく適当なる法規の制定施設をなし弊害防過に努めねばならぬ
．．…・」旨の附帯上奏決議をなした。治維法の審議に際し政府は枢密院側からの政治的圧力の有無について鋭い追究を受けた
が終止否認している。当時の世論は治維法の制定が普選案と「交換条件」であることを、もはや公然の秘密として受けとっ
ていた（例えば時事新報一四・一・一四）。
（３）内務省の法案要項は左の通りである。
一、国体を変改し叉は左の目的を以て結社を組織し叉は其の情を知り之に加入したるものは十年以下の懲役叉は禁銅に処す
二、左の目的を以て結社を組織し叉は其事情を知りて之に加入したるものは七年以下の懲役叉は禁銅に処ず
つ
）
不
法
手
段
に
依
る
財
産
制
の
破
壊
三、前二項の予備行為を為したるものは五年以下の懲役叉は禁銅に処す
四、第一、第一一項の目的を以て多数集会し其の事項の実行を協議したるものは七年以下の懲役又は禁銅に処す
五、第一、第一ろ目的を以て其の事項の流布を為したるものは五年以下の懲役叉は禁銅に処す
六、第一、第二の目的を以て他人に違法の行為を煽動したるものは十年以下の懲役叉は禁銅に処す
七、第一、第二の目的を以て金品を授受叉は其の申込若くは約束を為したるものは五年以下の懲役叉は銅禁に処す
八、何人と錐も本法施行区域外に於て為したる罪に対しても本法を適用す
九、本法に記載する犯人にして未だ官に発見せられざる以前に自首し出たるものに対しては其の刑を軽減叉は免除するとと
あ
る
く
し
（三）徴兵制度の破壊
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定し、反対同盟都下へ
対運動が展開された。
大正十四年一月三○日、東京芝の自治会本部に開催された関東労働組合会議創立準備委員会において、機械労働
組合聯合会から悪法阻止運動の緊急動議が出され万場一致可決されたが、これにもとづき、同会議内に、各組合か
ら選出された委員一名からなる悪法案反対同盟会が組織され、翌三一日、執行委員会は演説会やデモ行進挙行を決
（註〕
定し、反対同盟都下全労働組合の名をもって決議文を発表したのを皮切りに、同年一二月上旬まで、以下のような反
治
安
維
持
法
と
労
働
運
動
一五○
争議調停法案の三法案の阻止にあった。
（註）悪法反対闘争の対象は第一次と第二次で箱盈異なる。すなわち第一次では過激社会主義取締法の外、労組法、小作調停法
案に対する反対が目標であった。しかし当時の組合運動にとっては政府の労働立法と称せられるものはすべて労働者規制
、
、
立法であり、そこに運動弾圧の意図をかくしたものと考えられたのである。この労働者側の労働立法に対する一般的猜疑
心の種は大通事件以来政府当局自らのまいたものであり、その後の労働保護立法の提案についても、そのほとんどが政府
の
イ
ー
ー
シ
ア
テ
イ
ブ
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
事
実
も
、
か
入
る
歴
史
的
由
来
に
も
と
づ
く
も
の
で
あ
る
。
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￣￣ 治安維持法案は一一一派幹部会を経て大正十四年一一月一七日第五十議会に上程、若槻内相から次のような提案理由が
一郎露舳瀦露
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（註）右資料は内務省社会局資料の外、大原社会科学研究所「日本労働年鍵」（大正十五年）によった。
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関東鉄工組合三河島支部
「我国二於キマシテ、無政府主義者、共産主義者共他ノ者ノ運動ガ近年箸シク発展ヲ見ルーー至リマシテ、殊二露国、独逸ノ
革命二関スル過激ナル情報二部ノ者ヲ刺戟教シマシテ、其運動ヲ一層深刻二噂キタルノ感ガアリマス。続イテ其一部ノ者
治
安
維
持
法
と
労
働
運
動
一五三
演説会
演
説
会
東京小石川クラブ
（五○○）
東京市外町屋クラブ
（一三○）
一四・二・二六
中
止
五
一四・三・一
中
止
一
一一ハ二
， 
十
第五条第一条第一項及前三条ノ罪ヲ犯サシムルコトヲ目的トシテ金品其ノ他ノ財産上ノ利益ヲ供与シ又ハ其ノ申込若〈約束
ヲ為シタル者〈五年以下ノ懲役又〈禁固二処ス情ヲ知リテ供与ヲ受ケ又〈其ノ要求若ハ約束ヲ為シタル者亦同シ
第六条前五条ノ罪ヲ犯シタル者自首シタルトキハ其ノ刑ヲ減軽叉は免除ス
第二条前条第一項ノ目的ヲ以テ其ノ目的ダル事項ノ実行二関シ協議ヲ為シタル者ハ七年以下ノ懲役又ハ禁固二処ス
第三条第一条第一項ノ目的ヲ以テ其ノ目的ダル事項ノ実行ヲ煽動シタル者〈七年以下ノ懲役又〈禁固二処ス
第四条第一条第一項ノ目的ヲ以テ騒擾、暴行其ノ他生命、身体又ハ財産一一害ヲ加フヘキ犯罪ヲ煽動シタル者ハ十年以下ノ懲
提出法案は次の通りであった。
第一条国体若ハ政体ヲ変革シ又ハ私有財産制度ヲ否認スルコトヲ目的トシテ結社ヲ組織シ又ハ情ヲ知リテ之二加入シタル者
〈十年以下ノ懲役又〈禁固二処ス
役叉ハ禁固二処ス
前項ノ未遂罪〈之ヲ罰ス
治
安
維
持
法
と
労
働
運
動
一五四
ハ外国ノ同志卜通謀シ、又〈海外ヨリ資金ヲ仰ギ、過激ナル運動ヲ計画実行セントスル者ガアリマス。運動自体モ組織的且
シ大規模二行ハレントスル所ノ状況ニ在りマス。而シテ最近各種ノ社会運動モ漸次熾ナラントスルノ状況ニ在リマスノヲ奇
貨卜致シテ、是等二対シテ危険ナル思想行動ヲ鼓吹シ、以一プ運動ヲ悪化セシメ、叉〈社会主義的過激運動上耀携セシムルャ
ゥニ努メッッァルャゥナ次第デァリマス。加之日露ノ国交モ早晩回復ヲ見ルー至ルコトト存ジマスガ、其結果ハ彼我ノ来往
頻繁トナリ、過激運動者〈各種ノ機会ヲ得ルー至ルコトデァラウト思ハレマス。要スルニ各種ノ社会運動〈漸ヲ迫フテ旺盛
トナルコトデァラゥト思ハレマスルシ、此問過激ナル思想ヲ有スル者等ガ帝国ノ治安ヲ素ルノ目的ヲ以テ不穏ナル行動二出
ヅルノ傾向ハ益々増加スペキモノト認ムルノ外ナィノデァリマス。然ルー是等ノ行動一一対スル取締法規トシテハ刑法、治安
警察法、新聞紙法、出版法等が存シテ居リマスヶレドモ、其規定ガ不十分ニシテ、屡々危険ナル行動ヲ全ク取締り得ザル場
合ガァリマスノミナラズ、其罰則２週用シ得ル場合卜雄モ慨ネ軽キー失シマシテ、罰則ヲ賭シテ不穏ナル行動ヲ敢行セシム
ルノ結果トナリ、為一一取締ノ実ヲ拳グルコトヲ得ザルノ憾ガナィデハアリマセヌ。以上の理由一一依リマシテ本法案ヲ立案シ
ダ次第デアリマス」。
治維法の対象とするところが、政府の主張するように共産主義者あるいは無政府主義者だとしても、労働者階級
、
、
が真におそれていたのは、そのような嫌疑による労働運動の抑圧であった。当時、官憲の弾圧や立会の中での組合
大会や争議の報告会が平静な心理と雰囲気の中に行われるとは何人にもとうてい予想されるところではなかった。
この感情は当然、議会における審議にも反映した。革新倶楽部星島二郎の
治維法案に対する世論のきびしい批判、院外における悪法案反対大衆運動に動揺した政府は、衆院本会議冒頭に
おいて質問事項（星島二郎）にもなかった治維法と労働運動との関係について左のように弁明これつとめている。
第七条本法〈何人ヲ問ハス本法施行区域外二於テ罪ヲ犯シタル者二亦適用ス（第五十議会速記録より）。
「今日ノ労働団体ガ非常二恐レテ届ルノハ、何モ彼等ガ共産主義デァル、無政府主義デァルヵラ恐レテ居ルノデハナィ、多
クノ労働者〈今日失業状態デ不安ヲ感ジテ居ル、或〈賃銀ガ少ナイ為二不満ヲ懐イテ居ル、サゥ云う場合一一〈資本主義、或
〈独占事業二対シマシテ屡々突掛ツテ反抗シテ行ク・臥初ニハ何モ共産主義ノ思想ガ無クテモ、其一時ノ瞬間ノ苔ミヵラ発シ
ダ言葉ガ遂二資本主義二反抗スルト云うコトーーナルノデアリマス、サゥ云う者ガ触レテ来ルノデ怖イト云フコトヵラ労働団
治安維持法と労働運動
一五五
「世間一一〈此法律案ガ労働運動ヲ禁止スルガ為二出来ルャウニ誤解シテ居ル者ガアルャウデァリマス。此法律ガ制定サレマ
スト、労働者ガ労働運動ヲスルニ付テ、何等力拘束ヲ受ケルト云フャウニ信ジテ居ル者ガアルャゥデァリマス、斯ノ如キハ
甚シキ誤解デアリマス、労働者ガ自己ノ地位ヲ向上セシメルガ為二労働運動ヲスルコトハ何等差支ナィノミナラズ、私共今
日局二当ツテ殊二内務省ハ其所管ノ省デアリマスガ、左様ナ事二向ツテハ何等拘束ヲ加へルト云う老ヲ持夕ヌノデァリマス、
唯汽此問題ハ前二申上ゲル如ク無政府主義、共産主義ヲ実行セントシテハイケヌト云う取締法デァリマス、労働者一一シテ無
政府主義ヲ唱フル一一非ズ、共産主義ヲ唱フル一一非ザレバ、彼等ガ労働運動ヲスル上二於テ此法律案ニ何ノ拘束モ与へルモノ
デナイノデアリマス（拍手）」（第五十銭会本会議議事速記録より）。
として当局の労働運動取締に警告するとともに労働一一一立法の動向について質問した。政府委員は「正当ナ手段二依
二プ正当ナル権利ヲ主張し、正当ナル要求ヲ主張スルトイフコト」は「何モ取締ル必要ハナイ」し、政府は少しも
と答弁している。この「煽動」がどのように解釈されたかは後に見るところであるが、労働団体や星島の危倶は決
して杷憂でなかったことは治維法施行の過程のよく実証するところである。
また同じ趣旨の質疑は与党たる憲政会の山桝儀重からも出された。山桝は
との疑念に対して小川司法大臣は
「労働運動ノ錘リガ砿テヌ他ノ方面二噴出シテ来テ、或〈無産政党ノ叫声ヲ場ゲルノデハナカラウカ、先日来私ハ労働団体
ノ代表者二会ツテミルト、吾々ハ必シモ共産主義ヲ主張スルノデハナイケレドモ、非常二失業者ガ多クナリ、生活ガ困難ニ
ナッタ時一一、壇上ニータビ立ツナラバ、不都合ナル資産階級ヲ吾々ハ団結シテ打穀シテシマヘト云うコトガ、ツイロカラ飛
出シテシマフト云ツテオリマシタ、其事情〈砿二国デ老エナケレバナラヌ点ガ在ルト思上マス、彼等ガ正当ナル団結ヲ持ツ
テ、正当ナル産業組織二於テ今日ノ社会組織二於テ要求セントスル所ノ方法ヲ今尚ホ阻止セラレッッアルノデアリマス…」
（同第五回委員会速記録より）
「固ヨリ今日ノ労働運動ヲ為ス人々ノ如キハ全然此法律一一無関係デアル・…・・若シ叉之ヲ祷浸胴スルニ当ツテ何デモナイ、罪モ
ナィ者ニマデ是ガ及プト云フャゥナコトガァッテハ相済ミマセヌヵラ・…・・政府ハ責任ヲ以テ此法律ヲ拡張シテ、罪ノ無イ人
マデモ引張込ムコトハ致サナィ。・・・…『実行ヲ煽動スル』是〈実ニハッキリシタコトデアリマス、犯罪ヲスル実行ノ目的ヲ
以テ実行ヲ煽動スルト云うノデァリマスカラ、其目的ガ実行スル目的デナケレバナラヌ・・…・ソレガ為二数年前カラ問題デア
ッタ宣伝ト云う文字を削ツタ…」（同本会譲蟻事速節録より）
治安維持法と労働運動
体等二於テ心配シテ居ルノデアリマス…」
一五六
抑制していない、遠からず「適当なる日本の現在の状態ｌ現在の社会状態現在の思想状態に適合するような」立
法ができるだろう、と型の如く答弁するだけであった。
右のような労働者の「無意識的」ないし衝動的行動を別としても、労働組合または無産政党がその運動の終極的
目標として掲げる綱領もまた、その抽象的表現のゆえに大いに問題になるところであった。多くの組合はその掲げ
る規約・綱領の解釈如何によって存廃の岐路に立たされた。立憲政友会の山口政一一はこの点について
「政府〈屡々此ノ法律施行ノ為二正当ナル労働運動一ニッモ支障ヲ来サヌト云うコトヲ御説明ニナッテ居ラレマスガ、此労
働者ノ賃銀、労働卜云フモノハ生産ノ決定要件デアルト云うコトヲ固ク信ジテ、サウシテ生産機関ノ独占ヲ主張シテ居ル所
ノーッノ結社、若クハ運動ノ起ツタ場合一一、政府ハ此法律ヲ斯ル労働運動トノ関係二付テドウ云う風ニナサレマスカ」
と問うたのに対し、司法省刑事局長山岡万之助は
「我国二於ケル全生産機関ヲ労働者二於テ独占スル」という意味においては「私有財産ノ根本ヲ否認スル」という
ことになると答え、また革新倶楽部の清瀬一郎が、「イリー」の社会改造綱目、「モソゴメリー」の改革案、イギリ
ス労働党の宣言、およびドイツ合同民主党の政綱など「社会化」に関する綱領を例に挙げて、これらをわが国の政
党結社が掲げた場合、治維法第一条に抵触するや否やを問うたのに対し、山岡政府委員は、それが「所有権ヲ没
収スル」あるいは「立憲政体ヲ尊重セズ、又所有財産制度ノ根抵ヲ尊重」しないならば本法に抵触することになる
。Ｊ←』罫Ｐ〆（・殆退へ以上何れも第六回。
旨答弁してⅢ雛（馴則瓢勘郷繍妨烟）
治安維持法が労働運動に与えるであろう重要な結果についての野党の議会における追究は以上のような程度でも
ろくも終止符をうった。追究の成果は必ずしも徒労ではなく、原案から「政体ノ変革」を削除したことはそれ自体
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として大きな意味をもっていた。野党はこの成果に満足して》絶対多数をもって修正案に賛意を表した。結局、野
党各派が議会における法案審議の過程で展開した反対論は、所詮、悪法反対運動に象徴される世論に迎合するジエ
スチュァにすぎなかった。ブルジョア政党としての野党各派は、治維法が爆発的に燃え上ろうとする労働無産大衆
運動に水をさし、これに思想的な大ワクをはめるものであることを承知の上で、ただその汚れた手の責任者を与党
に帰そうとしただけである。かくして、舞台は一一一・一五事件をうけて治維法違反に対し死刑の極刑を課すにいたっ
た緊急勅令の発布とその承認を求める第五十六議会まで、ひと重つ立法府の手をはなれて行政府へと移行』測・そ
してこの施行の過程において法はとどまるところを知らないかのように濫用ざれ暴威をたくましくした。これをチ
マ
、
ニックしうるものとして残された唯一の機関は司法府のはずであった。
（１）新聞社説も東京朝日の「過激法案反対当時を顧みよ」（大十四、一一、一五）、「治安維持法乱用の危険」（同五、一一一）、
大阪毎日の「治安維持法案の是非」（大十四、一一、一四）、東京日日の「何の為の治安維持法案」（大十四、一一、一一一）など
こぞって反対論を展開した。尾崎行雄は「一個の治安欝察法第十七条のために我国労働運動が従来蕊って来た影響を老へれ
ば法施行の任にあたる時の政府当局の解釈次第では如何様なことでも出来る、新聞の社説等でも思ひ切った議論は全然出来
ぬ事になる．…．．」として「あらゆる点から見て」絶対反対を表明（一四、一一、一一一大阪朝日）し、牧野英一教授も「真に治
安の維持に必要な範囲に止め、思想。言論乃至それに附随する各種の運動を阻害すべきでない」として詳細な反対論を公表
した（一四、二’一一一大阪毎日）。時事新報社説は「悪法濫用の危険」と題し、「本法に依りて後日不慮の禍を豪るもの頻出す
るの恐れなきを保せざる其中にも、言論及び学問研究の自由が箸るしく脅威せらる上の危険は殊に重大である…：・菅に裁判
所の解釈適用に対する不安に止まらず、将来もし乱暴なる政府当局者の出づることあらんか、本法を悪用濫用して、言論に
如何なる圧迫を加ふるに至るやも知れない。悪法の恐る可きは虎よりも甚だし」といっている。これらの危倶は法施行後い
くばくもなくすべて適中するところとなった。
（２）川崎政府委員が右答弁の中で、民主角義ということは政治的意味において我国の憲法に抵触すると述べていることは注
治安維持法は在来のわが国の実定法に比べてもきわめて特殊の性格をもつむのであった。すでに大衆運動の取締
立法としては、治安警察法を中心とするいくつかの警察法規が互に関連しつつ暴威をふるったが、それにしてもそ
れらの立法は、結社および集会という具体的行動をその取締の対象としていたのに対し、治維法の保護法益は「国
体」および「私有財産制度」というきわめて広汎かつ抽象的概念であり、しかも同法がこのような法益侵害とみな
される行為を、具体的危険の発生するに先立って処罰しようとする予防的性格をもっている点において八従来の刑
事法にその類をみないものであったｐ結局、それは個々の結社ないし結社の活動に従事する行為者の取締りという
、
、
。
、
、
、
、
、
、
、
、
よりはむしろ、当時の社会の根本秩序とみなされていた体制に対抗する思想そのものの掃滅をねらいとしていたと
みなくてはならない。
治維法のもつこのような思想立法の特殊的性格は、立法の立案者たる政府当局により一面では肯定され、他面で
は否定された。すなわち肯定的側面としては、万世一系の天皇が統治する「神聖な」国体は一切の批判的立場を許さ
ない絶対的な前提条件であり、基本的人権としての思想、信教、表現、集会の自由もこの一線において絶対的制約
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目される。
（３）昭和三年、九年の治維法改正をめぐる動向については香内一一一郎「治安維持法改正をめぐる諸問題」（東大新聞研究所紀
要八）に詳しい。
三
、
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に
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を蒙るという考え方の上に立って、治維法をして一切の批判的思想および一一一盲動に対する防壁たらしめようとする主
、
、
．
、
、
張がなされた。声」の大義名分的主張の前には、立法府において法案反対の側に廻った野党も全く無力であった。こ
、
、
、
の「団体」を盾にして居直る式の政府側の答弁は、治維法の改正案が登場した五一ハ議会以降六五、六七議会と時代を
経るに従い強化され、六七議会におけるいわゆる美濃部事件において学問の自由を公然とふみにじることになった。
しかしながら、治維法の他の一つの目的である「私有財産制」の擁護については、右の主張をそのままおし通す
、
も
ことはとうていできない。何となれば社会制度に対する批判を許さない一一一口論の自由などはもはや全く意味がないか
らである。この点については、政府も同法が思想取締立法たることを口をきわめて否定せざるを得なかった。そこ
、
、
、
、
、
で政府当局は、治維法の対象が、国体の変革および私有財産制の否認を目的として行われた行為に限定されるとい
う目的刑の立場から濫用のおそれのないことを強調し、これによっていわゆる思想立法でないことを正当つけよう
と
し
た
の
で
あ
っ
た
。
けれども、同法の対象とする犯罪が目的刑であることは、それが思想立法であることを少しも否定することにほ
ならないし、私有財産制を国体と同列において、基本的社会秩序と考える立場からすれば、前者に対する批判が後者
に対する批判に通ずることはいうをまたない。国体に対する批判を許さない点において、またコミューニズムに対
、
、
〔註）
する反感においては政府、与党にいささかもひけをとらない保守政党としての野党各派が、法案の審議においてか
なり根強い抵抗を示したのは、この治安立法のもつ無限の濫用の可能性がやがて一一一口論の自由そのものに対する絶対
的な束縛化することを本能的におそれたからに外ならない。
〈註）第五○議会の衆院審識において法案に絶対反対を主張したのは革新五、中立六、実業同志四、無所属二、総計十七名に
騨蕊!i蕊織
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保守政党においてすら、立法の前途にこのような危倶をもっていたのであるから、まして私有財産制に対する基
本的な批判をその理論的出発点とする無産大衆運動が、やがてこれによってすべて死命を制せられる運命を予知し
て、反対運動に立上ったのは当然であった。しかしこの場合にも、極左派を除き、私有財産制に対すると同じく敢
、
も
て国体に対する抵抗を決意し得ない無産運動は、その理論的前提において「国体」のタブーに触れる声」とをひたす
らおそれたために、私有財産制に対する批判と抵抗運動も中途半端にならざるを得ず、また一旦成立した立法に対
して正面から撤廃運動を展開することができなかった。無産大衆運動の中心をなす労働運動の前には、かくして「踏
み絵」としての治維法が立ちはだかり、そして治維法にその無限の活動を保障された特別高等警察機構はこれをふ
りかざして、ありとあらゆる労働運動に監視の目を光らせることになった。こ上に注意すべきことは、治維法は特
〔註）
高警察によって濫用の限りをつくされ、その過程はそれ自体きびしい究明を必要とするが、その濫用に根拠を与』え
たものが治維法自体のもつ思想立法としての特殊的性格であったということである。
（註）戦前における行政府特に警察権による濫用に関しては、戎能通孝編「警察権」第一・二章、法律時報別冊特輯「治安立
法」参照。宮沢教授は「治安維持法違反の容疑者が、いかに乱暴きわまる人権じゅうりんの対象とされたかを、明治憲法の
歴史のもっとも恥ずぺきページとして記憶することは、日本における人権の砿立を念願する者の義務というべきであろう」
以下に、治維法を厳正中立の立場から最少限度の縮少解釈にしぼってその濫用を戒しむ録へき責任を負った裁判所
が、本法の運用についでどのような態度をもって臨んだかという点を追究してみよう。
治維法は結社罪（第一条）、協議罪（第二条）煽動罪（第三、四条）および利益授受罪（第五条）の四種の犯罪を対
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（註）戦前における行政府特に警察権に
法
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結社罪は国体の変革を目的とする結社についてはＢ結社を組織する行為、目結社の役員その他指導者たる任務に
従事する行為（昭和三年緊急勅令による改正法で追加）、㈲情を知って結社に加入する行為、㈲結社の目的遂行のため
にする行為（同じく改正法により追加）、㈲以上の行為の未遂行為の五類型の行為を対象とし、私有財産制度の否認を
目的とする結社については右ら目⑧国の四類型の行為を処罰の対象とする。
右のうち解釈上問題になった第一点は「国体の変革」の意味如何であった。判例は「万世一系の天皇君臨シ統治権
ヲ総撹シ給フコト」（大判昭四、五、三一）を「国体」とし、「君主制ヲ撤廃シ無産階級独裁ノ政府ヲ樹立セントスル
コト」（大判昭六、六、八）あるいは「究極ノ目的ダル共産主義社会ノ実現ヲ期スル為其ノ経過的目的トシテ君主制ノ
廃止ヲ企図スルコト」（大判昭九、十二、六）を変革と解した。ところで国体の語ときわめて混同され易い「政体の変
革」はもともと治維法の原案中にあり、激しい反対に遭って第五○議会衆議院の審議において削除されたいわくつき
のものであるが、下級審の判決には「立憲君主制」をもって「国体」と解するもの（札幌控訴院大刑二巻三号一七九。
大阪控訴院大刑三巻五号一一三五）があった。「無産階級の独裁政府樹立」というスローガンは一般に政体の変更の
意にとれるが、それが君主制の廃止と結びつくときは国体の変革と解せられたのである。無産運動や労働組合の綱領
や斗争目標あるいはスローガンはこのような拡張解釈による処断をおそれて、細心の注意を払わねばならなかった。
しかし現実の大衆運動についてより問題を生じたものは「私有財産制度の否認」の具体的に意味するところであ
った。もともと「私有財産制度」とは共産党宣言中の用語をそのまま移したもので、在来の法体系の下では特定の
、
法的意味を有しない。ところがシ」れを法的意義の明確な私的所有権とすると、企業の公有、国有といったすゃへての
象とする。
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財産権の主体の変動がその中に当然含まれることになるために》立法に際してかかる特別の造語を用いたものと思
われる。判例もこの点については、立法の意図が直接共産主義運動に限定されるかのような解釈を示している。た
とえば「生産機関ヲ公有二帰セシメ共産主義社会ヲ建設スルコト」（大判昭四、四、一一一○）、「凡ユル生産機関ヲ社会ノ
公有ト為シ共産制度ヲ実現セントスルノ行為」（大判昭四、五、一一二）、「私有財産制度ノ全廃ヲ共産主義会社ノ最高
（１） 
度ノ理念トシ其ノ当面ノ過程トシテ日本共産党ガ・・…・××（宮延）社寺大地主ノ土地没収ヲ主張スルコト」（大判昭
六、七、九）あるいは「現在ノ資本家所有ノ大土地ヲ非合法的二無償没収シ之力所有権ヲ無視スル」（大判昭九、一
一一、六）などがこれに該当するとしている。結局、法的定義としては、それは財産の階級的性質を全面的に否定す
るものとでも解釈するほかなかったであろうし、当初の目標は共産党の運動を対象として立法化したことは明らか
（２） 
である。けれども、それはやがて日本共産党以外の事件に拡大され、しかもこれを合理化しうるだけの法理至輌を判
例
は
展
開
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
（１）共産党の掲げるスローガンで一プーゼ自体の用語ではない。これを党の「目的」と認定する必要から、判旨は「其ノ当面
ノ
過
程
ト
シ
｜
こ
の
語
を
特
に
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た
も
の
と
思
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（２）北海道集産党は、日本共産党とは無関係の団体であったが、その主張するところは現在の社会制度の欠陥が有産支配階
級が無産階級を圧迫鍛取し、労働に対する賃金を正当に支給しないことに帰因する。これを防止するため、生産機関を公有と
し、分配は社会の手によって労働の価値に応じてなすぺく、現在の資本的経済組織を破壊し、共産主義的社会を建設するた
めの実現運動機関として政治行動をなすというにあった。札幌控訴院判旨は「私有財産ヲ否認スレコトヲ目的」とする結社
と認定。上告趣旨書は法律が規定し保障する所有権と制度としての私有財産制の法律的意義は別物であるとして、私有財産
制度とはいかなる形態を指すかとしてその法的定義を間うている。大審院判旨はこれに理論的に答うることなく、単に原審
は蕊も其の理に欠くる所なしとしているだけである（大判昭四、四、三○）ｐ
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如実に示している。
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日本共産党に関しては、判例はその組織方針や諸活動を綜合して「モスコーニ本部ヲ有スル国際共産党ノ日太支
部ナルコト及同党ヵ暴力革命ニョリ我国存立ノ大本ダル君主国体ヲ変革シ無産階級独裁ノ政権ヲ樹立シ且利有財産
制度ヲ否認シ共産主義社会ヲ建設センコトヲ目的トスル非合法ノ結社」（大判昭九、一○、九）と認定し、同党に対
する加入、役員または指導者としての活動、その目的を遂行する行為を未遂を含めて直ちに結社罪とし、また協議
罪、煽動罪も同党との関連の事実だけで、国体変革または私有財産制度否認の目的をもつものと認定されるにいた
ったのである。このような認定の過程は、治維法がその濫用阻止の旗印としてうたい、法案審議の過程で当局が再
一一一強調した目的刑たることを自ら否定することに外ならない。目的刑とはいうまでもなく行為者の動機を把えて、
その動機に出た行為のみを処罰の対象とすることであり、従って本法各条の違反が成立するためには、厳密にいえ
ば被告が、心裡のうちに国体変革または私有財産廃止の意図を有していたことを立証しなければならないのであ
る。治維法の施行過程の歴史は、このことがほとんど無視されたこと、つまりは立法府の意思が躁蝋されたことを
大審院は一二一審の判決を支持して、
〔事実〕被告人等は関東出版俸給者組合、東京一般俸給者組合等の労働組合の役員であったが、中外商業新報社のエ場従業員
に働きかけるため「日本共産党ヲ守レ」と題するパンフレットを配布し、また市会議員選挙に際し、日本共産党東京地方委
員会作成の「革命的労働者ヲ市会一一送レ」「合法的無産政党ヲ倒シテ日本共産党ノ旗ノ下一一」と題するパンフレットを同社
附近に貼付した。
一例として、労働組合員としての共産党支援活動が治維法第一条の目的遂行罪に問われたケースをとり上げてみ
辮辮鑪鞠．。》・蛆・叩四
》灘》一鱗』・蕊。．・四軒舗謡群．》．》・皿．鍵》》辮琲蠅蝿識辮』辞・汕・・》》．叩．叩。
長ヲ来スヘキモノニアラス」
と判示した（昭六、五、二一）。
ていれば充分で、行為者自身
と判示した（昭六、五、一一一）・つまり行為者は、結社が国体変革又は私有財産制度否認の目的を有することを認識し
ていれば充分で、行為者自身、国体変革又は私有財産制否認を目的としてその行動に出たことを要しないというの
である。改正第一条第一項の文言からいえば、あるいはそのような解釈も不可能ではない瀞、改正前の罪がすべて
、
、
、
（註〕
目的罪であるにも拘らず、改正後挿入の本罪だけを例外と解するのは甚だしい政策的解釈といわねばならない。弁
護人側主張によれば、被告は党員でもなく、労働組合員としての立場から、当時の労働組合のスローガンを．ハソフ
にして出したまでで、結社の目的遂行行為とはきわめて間接的な関係しか有しないし、国体変革または私有財産制
否認の意図に出たものでもないという。とすれば、大審院はまことに大巾な拡張解釈を敢てしたことになる。大審
院はその後さらに、目的遂行行為をもって、直接国体の変革または私有財産制度の否認を実現させるに足る行為だ
けではなく、結社の組織を強固にし、その充実拡大を図る行為をこれに該当すると判示（昭七、四、二八。昭和七、
十一一、二二）し、かつ、右のような行為者は特に結社と組織的あるいは統制指揮関係を有する必要なしと解した（昭
かくして判例が目的遂行罪と認定したものはＢ党オルグ会議における議論（昭九、十二、六）目党機関新聞雑誌の編
集発行（昭六、十一、二六）、党文書の起稿、印刷、配布（昭七、十一、二一。昭九、十二、六）㈲機関誌の読者獲得のた
一六五
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十一一、二二）し、かつ、右のよ● 
五、一一、一七・昭六、七、九）。
「治安維持法第一条二所謂結社ノ目的遂行ノ為ニスル行為トハ国体ノ変革叉〈私有財産制度ノ否認ヲ目的トシテ組織シタル
結社ナルコトヲ認識シテ該結社ヲ支持シ其ノ拡大ヲ図ル等結社ノ目的遂行二資スヘキ一切ノ行為ヲ包含スルモノト解スヘキ
モノナルヲ以テ筍モ叙上ノ如キ結社ナルコトヲ知り乍ラ之力支持拡大二資スヘキ行為アリタル以上其ノ行為ヵ国体ノ変革叉
〈私有財産制度否認ノ目的二出一プタルト否トヌ右目的ト直接重要ナル関係アルト否トハ第一条第二項各後段ノ罪ノ成立二消
（註）昭和一一一年の治安維持法改正に際して司法省が明らかにした改正理由説明によれば、｛「結社の目的遂行の為にする行為を
なす者」とは「未だ（結社に）加入したる者に非ずして結社の目的を知り、其の目的遂行の為にする行為、例へぼ宣伝、煽
動叉は其の協議を為し結社を援助する者を謂ふ」となっている。これらの解釈咽その運用の衝に当る警察当局によると「法
も
℃
、
、
、
Ｔ
、
、
、
、
、
、
、
が目的遂行云畳と極めて概括的な規定を為した点から云っても、可及的広義に解すべきもので、．…・・結社の拡大強化を図る
一切の行為は勿論、結社組織前に於てせる組織の為の宣伝や、党員外の者にして情を知ってピケとか、ビラ撒き等に従事し
た者等は一切之に包含すぺきもの」と拡張されている（木下英一・特高法令の新研究一一一七頁、傍点筆者）・
治維法の拡張解釈は、同法の実質上の主たる目的としての共産党から、その対象を日本共産青年同盟（共青）に
拡げ、さらに進んで日本労働組合全国協議会（全協）に及ぼすにおよんで頂点に達した。
この両団体はすでに当局によって治維法にいわゆる非合法結社と認定され、峻厳な検挙、弾圧の対象となってい
たが、大審院が法的判断を加えたのは、昭和七年四月一一十八日の判決においてである。
事件は川崎メーデー事件といわれるものであるが、容疑事実は、被告らは、全協日本化学労組または日本金属労組
を組織あるいは加盟し、共青京浜地区オルグの指導をうけ細胞機関紙赤タンクを発行配布してその目的の宣伝に努
めていたが、全協の指令の下に昭和五年五月一日の川崎メーデーに竹槍等をもって「武装デモ」を敢行しようとし、
これをとり押へた総同盟幹部、警察官を負傷させたというものである。事実中、暴行傷害関係は殺人未遂、公務執行
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めにする協議頒布（昭五、十一、十七・昭七、一一一、十五・昭八、二、六）国無産者新聞、第二無産者新聞の配布（昭
七、一二、二二）㈹隠匿場所の提供、街頭連絡、資金供与（昭七、四、二・昭九、一○、九・昭九、十一、一）㈲武装
デモ行進（昭七、四、一一八）、③全協地区協議会における論議画策（昭六、十一、十一一一）、。②労農同盟員としての活動
（昭八、九、四）等の広きに一旦ることになった。
妨害傷害事件として別にすると、問題は被告らが日本共産党、共青、全協の各目的ならびにその相互の関係を如悉
してこれに共鳴し、その目的遂行のため宣伝煽動に努めたことが治維法違反に該当するかどうかという点である。
被告らは日本共産党とは直接の関係がないのであるから、直ちにこれを同法の結社罪に問擬することはできない。
判旨はそこで共青を新たに日共と同一目的を有する結社とし、全協を日共の目的遂行のためにする行動を指令した
ものと認定した。ところで上告趣旨は、所謂「国体ヲ変革シ私有財産制度ヲ否認シ」プロレタリア独裁の政治組織
（１） 
を実現しうるものは唯一のプロレタリアの党である共産党であり、共青の実現しうるところでない。共一同は党の貯
水池であって党からの働きかけによって始めて共産主義が訓練されるところであり、党との関係は受動的であって
共産主義としてはそれ自身未成の組織である、その組織においても目的においても両者は区別すゃへきちの、と主張
して、共青が日共と同列の結社たることを反駁している。また全協については、
とし、結局、以上一一一つの組織はその階級的利害において一致するだけで、それぞれ異った組織と目的をもち、それ
ぞれ異った任務と活動に従っているものと主張した。
一六七
治安維持法と労働運動
「全協ニハ所謂共産党ノフラクションナルモノカ入ツテソノ組合ノ経済的乃至政治的斗争ヲ指導シソノ斗争ヲ通シテ優秀ナ
労働者ヲ党二痩得スルノテアリマス然シソレ等ノ斗争ハ党ノフラクション力党ノスローガントヵ要求トヵヲソノ組合へ持ツ
テ行ツテ党ノ方針ヲ斗争サセルコトテハまク組合テ決定シダ組合ノスローガンャ要求ヲソノ組合ノ方針テ斗争サセソレヲ指
導スルノテアリマス又組合ノ協議決定ニハ党ノーフラクションハソノ組合ノー組合員トシテソノ協議決定二参加スルノテァ
・ツテ従ツテ組合テャル活動〈飽ク迄モ組合二人ツテ居り且ツソレヲ指導スルコトニ依ツテ組合力党ノ目的達成ヲ期スルモノ
テアルト云う老〈明カニ間運テアリマス組合ハ断シテ党ノ目的達成ヲ期スルモノテハナク党ノ目的達成ヲ期スルモノハ党ノ
組織以外一一アリ得ナィ」
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大審院判旨はこれに対して、共青は「青年独自ノ立場二於テ国体ノ変革、私有財産制度ノ否認ヲ目的トスル日本共産党卜
同一ノ目的ノ実現ヲ期スル」結社とし、「全協」は「共し自体経済斗争ヲ使命トシ従テ国体ノ変革私有財産制度ノ否認ヲ目的ト
スルモノニハァラサルモ其ノ終局ノ目標トスル労働者ノ真ノ解放〈共産主義社会ノ実現ヲ侯チテ初メテ完全一一実現セラレ得へシ
ト為ス点二於テ共産主義社会ノ実現ノ為専ラ政治斗争二当ル日本共産党日本共産青年同盟ノ目的達成ヲ望ムモノニシテ従テ其ノ
経済斗争二於テ筍モ党叉〈同盟ノ稽彊了下二党及同盟ノ目的実現ノ為二寄与スヘキ機会アルニ於テハ其ノ機会ヲ捉へテ党及同盟
ノ目的達成ヲ援助扶翼スルヲ慨ラサルモノ」と認定して、弁護側主張に正面から反対した。もっとも、判旨が冒頭にい
う「治安維持法一一所謂団体ノ変革私有財産制度ノ否認ヲ目的トスル結社トハ必シモ其ノ結社独自ノカニョリテ其ノ目的ノ実現ヲ
為シ得ル組織体タルコトヲ要セス他ノ同一目的ヲ有スル結社卜相侯チテ右ノ目的ノ実現ヲ為ス結社モ亦右一一所謂結社タルモノト
ス」の言葉は、共青と同様全協をも右の結社とみなす趣旨なのかどうか明かでないが、右の全協に対する認定趣旨
からみて否定的に解すべく、むしろ全協の場合は、被告らがその指令をうけて、メーープー事件において党および共
青の目的遂行に資する行動をなした点が目的遂行罪に問擬されたものと解するのが自然であるかもしれない。
しかしながら、本件冒頭判旨が、治維法違反の不法結社の対象を共産党から、これと同一の目的を有するとみな
される団体に拡張したのは明確な事実であり、かくて右団体への加入、組織、その目的遂行のための行為が同法各
条の適用を受けることになったばかりでなく、，全協等の外廓、労働団体も、それが直接に国体変革、私有財産制否
認を目的としなくても、自己の目的遂行上、右団体の目的遂行のためにする行為をなす可能性ある団体として違法
、
、
、
すれすれの線上におかれ、断えず官憲の監視、威嚇または検挙の対象にさらされたわけである・戸」のような拡張解
（２） 
釈の傾向に対しては当時の大審院判事一一一宅正太郎氏も大きな危倶を一示している。
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この危倶はやがて徐々に道中していった。全協機関紙としてすでに非合法出版物とされていた労働新聞の不法発
行事件に際して、大審院は、ついに全協そのものを本法該当の結社と認定した（昭一○、一一一、一八）のである。
（１）日本労働組合全国協譲会（全協）は昭和一一一年四月十日結社禁止処分を受けた日本労働組合評議会の後身であるが、同年
十二月二十五日全国代表者会議を開催、暫定綱領を発表して活動を開始した。その行動綱領は七十三項目に亙るが、労働者
抑圧諸立法の反対、御用組合階級協調組合排撃闘争、五時間労働制、最低賃金制、同一労働同一賃金、失業保険等保護の獲
得、農民運動支持、国際労働会議、アジア労働会議排撃等の外は対支干渉絶対反対、ソヴィニトロシア防衛闘争、帝国主義
戦争反対闘争等政治闘争に関するものもあるが、共産党のそれのような国体、私有財産制を直接対象とする＄のは掲げてい
な
か
っ
た
。
（２）三宅判事は治維法の目的罪的性質を強調する一人であり、特にこれを結社の目的遂行罪についても肯定した（法学全
集「治安維持法』九七頁）。そして判例がこの点を閑却して漸次拡張解釈を進め、ついに共産党以外の組織を治維法違反の
不法結社と認定したことに対して「是等を一網打尽に取扱ふことは、或は検挙の上には便宜であろう、いやが上にも彼等を
威嚇する為には必要であらう。しかし、もしそれならば煩噴な法律はいらない。治安維持法は唯一条で足りる。それは少く
とも理解を以て成り立つ昭和の政治ではない」と断言している。（警察研究第三巻第十一号八昭和七年Ｖ）。
全協を始めとする左翼外廓団体に対する治維法の結社認定が解釈上多くの問題点をもち、同法の目的罪による処
罰をもってなお手ぬるしと感じた政府は、戦時・ファッショ体制への進展の下、これら外廓団体を直接対象とすべ
き法改正を目賭して第六五、六七議会に改正法案を提出した。しかし予防拘禁制を含むこの重大な改正法案に対し
ては、「国体の護持」をいよいよ強調する議会も、警察国家強化の不安にかられて最後の抵抗を示し、いづれもこ
れを審議未了に葬り、改正法が成立したのは戦時体制の備った昭和十六年であった。
治維法第二条の実行協議罪は昭和三年の改正によって第一条に目的遂行罪の規定が新設され、かつ、それが右に
のべたような広範な解釈をされるようになると、実行協議のほとんどすべての行為がこれに含まれることになり、
治
安
維
持
法
と
労
働
運
動
一六九
治
安
維
持
法
と
労
働
運
動
一七○
第三条の実行煽動罪と同様、実質上無用の規定と化すにいたった。
協議罪も国体変革または私有肘差制否認の意図に出ることを要する目的罪であって、その点に一応の制約があっ
たが、「実行に関する協議」とはきわめて暖昧な概念であり、常に拡張解釈と濫用の危険にさらされていた。協議と
は一一人以上の者が一定の事項につき一定の論結に達せしめんとする意図の下に互に意見を表示する行為と解されて
いたが，この論結は最初から意識されることを要せず、何らかの論結に達せしむる意欲で足りるし、現実に一定の
論結に到達したことを要しないものと解された。た野この場合、一方の当事者の反対によって実行に関する意思の
合致しない場合にはこれを協議といいうるかどうか疑問である。治維法理由書はこれを肯定的に解し、実行に関し
て提案した者を協議をなした者としたのに対し、内務省はこれを否定的に解している（同理由書）。司法省刑事局は
「相手方が意思ヲ表示セザルトキニ於テモ其ノ相手方ニシテ…：・実行一一関シテ協議ヲ為メ集会シタル者ナルガ如キ場合二於テハ
例提案ヲ為シタル者ヲ以テ協議ヲ為シタル者」と解釈している。協議の内容についても必ずし犯罪を構成するものとは
限らないし、協議者の実行への参加の意思の有無を問わないと解され（三宅「治安維持法」法律学辞典）たが、大審院は
「各協議ノ内容ダル事項ノ実況〈必シモ直一一叙上制度ノ破壊ヲ来スヘキモノニアラストスルモ而モ其ノ実行ノ階梯ダル以上」
本罪を構成する（昭五、五、二七）とした。ここにも目的罪からの逸脱を予測せしめるものがあった。
実行協議罪の具体的事例としては、無産階級に対する教育、社会科学研究会員の研究並に生活方法、学内におけ
る学生運動方針等に関して協議をなした行為（大判昭五、五、二七）、あるいは表面は合法的無産政党を設立し、裏
面では無産大衆に呼びかけ漸次尖鋭団体を結成すべきか、または最初から共産主義結社を組織すべきかにつき、ま
た「戦旗」の読者獲得方法に関して協議した行為（大判昭六、六、一三）等がその対象とされるにいたった。かくし
て、労働組合運動がその運動方針を討議するに際し、その中に一名の尖鋭分子が加わっていても、その一一一一口動によっ
ては実行協議罪に問擬されるおそれを生じたのである。
第三条の実行煽動罪もまた、その抽象性において、広汎な行為を対象とする点において刑事法上類例をみない規
定であった。「煽動」の解釈に関しては、すでに治警法十七条の撤廃をめぐって激しい論議を引起したところであ
る。通説は煽動を「不特定又は特定多数の者に対し中正の判断を失して実行の決意を創造又は助長せしむべき力を
有する刺激を与える意思表示と解して（一一一宅前掲書・判例同旨昭五、一一、四新聞一一二一○号）、これをもって宣伝または
流布との差異としたようであるが、刺激を与える方法如何、または実行行為が具体的に表示されたかどうかは問題
でなく（大判昭五、五、一一七）、相手方が現実に了解したことも必要でなく、また一人ないし少数の者に対する刺激
でも、その者から当然多数人に伝えられて刺激を与える状況でなされた場合を煽動と解する（一一一宅前掲書）とすれ
ば、実質上は両者の間に何程の差異もなく、現実に、労働運動におけるアブ演説や宣伝行為が容易に煽動罪の嫌疑
第四条の犯罪煽動罪では、国体変革または私有財産制否認という目的と犯罪煽動との間に必ずしも相関関係が必
要でなく、単に、右目的の動機たることが認定されば本罪が成立する（三宅前掲書）とされ、かつ、本条にいう騒
擾、暴行の語は刑法の騒擾や暴行罪より広く、警察犯処罰令のような軽罪もこれに含まれると説明（治維法理由書）さ
れているので、治維法、刑法の外、治警法、暴力行為等取締二関スル法律あるいは出版法、新聞紙法等、当時労働
運動を制圧していた治安、警察法規関係のすべてに亘って、いやしくも生命、身体、財産、名誉に対する侵害が予
定される場合には、すべて同条の関与するところとなったのである。警察当局が「例へぱメーデー示威運動等に於
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でも、その者から当然多数人」
ぱ、実質上は両者の間に何程（
をもって看視されたのである。
権による濫用は決して杷憂ではなかったにもかかわらず、司法過程においては、当局により濫用防止への努力がな
されるよりは、むしろ行政権との密接な連絡のもとにこれをバックアップする政策がとられた。ここに労働運動の
すでに述べたように、治安維持法は厳しい世論や労働組合を中心とする悪法反対運動にもかかわらず、僅かな修
正を経ただけで成立をみた。その立法過程において示された法濫用に対する警告は充分理由あるものであり、行政
第五条の利益授受罪は右に述べた結社罪、協議罪および煽動罪を犯させる目的をもって利益を供与する行為、お
よび、情を知ってその利益を受ける行為を処罰の対象としたが、昭和三年の改正法による目的遂行罪の挿入によっ
てこれと重複することになった。もともと本条は、シソ．ハサイザーを捕捉することによって、資金面から間接的に
結社を掃滅まることを目的とした規定なので利益を受けた者が犯罪を実行しなかった場合にも、供与者が国体変
革、私有財産制否認の目的を有しない場合にも本罪は成立した。組合運動がその連帯性から全協等の左翼組織にカ
ンパすることは本条によって組織としても個人的にも全く封殺されたのである。
以上、治維法の各条に関する裁判所の解釈の一般的傾向を示したが、このような解釈の下に容疑者がいかに苦杯
をなめさせられたか、またそれが無産大衆運動に対する無言の威圧となったかは想像に余りがある。
行であろう。 治安維持法と労働運動
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て警察官の命に従はず、故意に喧擾せしめるが如き場合」を騒擾と解し（木下前掲書四八頁）たのもけだし当然の成
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Ｉ
思
想
立
法
の
本
質
鱗 鴬 辮辮
Ⅱ 
行動の自由も民衆の一一一一口論、表現の自由も最後の保障機構を失って専ら収縮の一途を辿ることになった。
、
、
、
治安維持法が純粋の「経済運動」としての組合運動や争議そのものを処罰の対象としたとは法理論的にはいえな
いし、またその確証を挙げることは困難であるかもしれない。しかし、「国体」はもとより、「私有財産制」の根本
的批判をタブーとされた組合運動は、それが非合法活動をとらないかぎり、その綱領は箸るしく限定的となり、意
も
、
、
、
、
見の発表には奴隷の一一一一口葉をもってなされる結果にならざるを得なかった。労働運動に対する取締諸法規のピラミッ
ドの頂点に、従ってそれらの諸法規の解釈の背後には、常に治維法の存在を前提してかからなければならなかつ
〔１）
た。ここではそのような直接間接の弾圧の事例の描写を省略して、治維法が労働・無産運動に対してそのように巨
大なウェイトをもっていたということの意味をその思想・治安立法の本質的性格という点から究明してみよう。
治維法が立案された当時の政治的あるいは社会的背景には、確かに、日本の社会史上特異な事情と雰囲気があっ
たことは否定できない。しかしその点を別にしても、立法府を含めた当時の為政者の労働運動に対する考えかたに
は共通の要素があり、それが労働運動を規制する思想立法を意識的あるいは無意識的に推進させたという事実は否
定できない。この考え方はおよそ以下のように分析することができよう。
、
、
第一に、かれらにとって、労働運動は何よりも政治斗争であった。確かに、日本の労働運動は当初から社会主義
というイデオロギーと固く結びついていた。労働運動がやがて「方向転換」の萌しをみせ始めたという事実も、そ
、
で
、
れが全般的な反体制運動であるとのかれらの認識を変えさせる屯のではなかった。明治以来のナショナリズム教育
、
、
、
、
も
の当事者でもあったかれらの目には、それはとりもなおさず思想の悪化として、神聖な国体を破壊するものとして
映じたが、運動の国際的性格はロシア革命の成功という背景の下に筋いよいよかれらの緊迫感を高め、労働運動の
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背景にある経済的条件の悪化という事実に目を向けるだけの余裕を失わしめたのである。
、
、
もともと思想といえるほどの理論的一袰癬つけを持たない「国体」思想は、議会で野党代議士がしばしば口にする
、
、
、
、
「思想には思想をもってせよ」という意味での思想対策を持ち合わせず、その偏狭な独善性は、第一次大戦後急速に
‐
、
、
わが国に流入した民主主義、自由主義あるいは人権思想といった考え方に対して頭からこれを敵視する態度をとら
せた。国体の精華というような漠然としたムードを拠りどころとする治維法が、やがて共産主義の一線をのり越え
、
、
．
、
、
、
、
て、房」れらの外来思想をその対象とするに至ることはむしろ当然のなり行きともいえた。こ上に国体思想の克服す
べき思想として共産主義ｌ↓社会主義（労働運動）－↓民主々義－↓自由主義の序列が形成されたわけである。
かくして、政権の主体如何を問わず、政治の当局者の労働運動に対する唯一の対策は、思想立法による思想の弾圧
、
、
、
、
政策であり、これによってまづコミューニズムの掃滅をはかり、シ」のような見せしめを通じて労働運動を反体制運
（２） 
動から体制順応運動に転換せしめすることを期待したのである。
長い期間に亘る経済斗争の集積による組織化という歴史と経験をもたない日本の労働運動にとって、右の政策は
たしかに功を奏したかに見える。それは組合運動の分解作用を助成、促進した。治維法の成立当初にほうはいとし
て起った悪法反対斗争は、同法の成立以降ついに終戦までかつての輝きを見せるととがなかったのである。組合の
治維法撤廃というスローガンは、わが国が戦時体制に入る昭和十一一、一一一年頃まで左翼系組合の掲げるところではあ
ったけれども、そのための具体的斗争はほとんど行われなかったし、この問題に深入りすることからが、すでに当
局の忌檸に触れて危険組合の烙印を押される状況の下では、むしろタブーとしておそれられた。かくして、合法左
翼運動は「合法」を標梯することによってかろうじてその生存を保持しえたものの、左、非合法組織からは日和見
勺的一裏切りときめつけられ、右、国粋主義右翼組合からは赤呼ばわりされて、行動指針としての［曰らの思想の拠り所
を失い、少くと９も大衆に呼びかけるテーゼに事欠くという有様であり、かくして、上からの圧迫が左から漸次右へ
、
、
、
、
移行するにつれて、その左翼を切り捨てつつ、運動自体ｇい〕右へ右へと移行していったのである。
、
、
体制の批判としての労働運動が意味をコム）つためには、そのための行動指針としての何らかの思想を必要とするに
丞）かかわらず、治維法はまさにこの体制批判の思想のきり崩しをねらいとしていたのである。しか９℃戦前のわが国
では、反体制の意味を全くもたない純粋の経済運動としての労働運動を展開する余地がきわめて少く、それが可能
な場合に９も、体制は漸次戦時体制へと傾斜して行ったから、この変革に順応しうるものだけがかろうじて生存しえ
司法機関が右のような為政者の考え方を消極的あるいは積極的に支持した影響力は決して小さくない。思想検事
として専ら思想犯の取締りに任じた検察側はいうまでもないが、少くとも法の権威と先例確立のため、政治の影響
から最も中立的立場で厳正な解釈を期待さる識へき裁判所が、立法機関における濫用阻止の警告に耳を傾けないばか
りでなく、行政機関による濫用を黙認し、さらに積極的に拡張解釈を行ったことは、わが国司法行政史上の一大汚
点として記憶さるべきことである。なるほど、全協に対する治維法の拡張適用は行政府のイニシャティブによるもの
であり、大審院は最初、理論的立場からかなりこれを渋った様子である。しかし、大審院が、全協を本法該当の結
社と認定に踏みきったのは昭和十年のことであるが、その当時、立法府にあって、治維法を外廓団体に大巾に拡張
適用するための修正案が内外の批判と抵抗によって陽の目を見ていないという事情を合わせ考えると、大審院自ら
その途を切り開く役割を果したことを否定できないのである。
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全協という組織が共産党のフラクションと密接な関連をもつ労働組合組織であったこと、共産党の壊滅的弾圧後
の再建運動の中心的組織として活動したことは否定すゃへくちない。しかしながら、それは組合の指針とするイデオ
ロギーが党と共通であることを意味するに止まり、組合としての機能を遂行する点において、少くとも立法の成立
過程にあっては、それは本法の直接対象とする結社ではなかった。従って、全協に対する治維法の直接適用が労働
（３） 
運動に与えたショックはきわめて決定的であった。労働運動や労働争議は全協との関係を口実にして警察の吉元全支
、
、
配下におかれ、組合は全協のメン簿ハーと何らかの関係をもつことを極度に警戒し、積極的に反共の旗印しを鮮明に
する必要に迫られたのである。
裁判所による本法の運用を考察する場合に、戦前のわが国では三権分立のたて前をとりながら、実質的には、裁
（４） 
判所が検察および警察権から完全に独立していなかったという司法機構上の問題も重要な点であるが、より根本的
な問題として、思想立法に対する裁判官の対応のしかたということも考えてみなければならない。
、
、
、
、
ぼんらい思想立法の対象となるべき思想犯罪とは、一定の基本的イデオロギーを基準としてはじめて定型化する
ことができる。そして現行の体制そのものはイデオロギーと称しえないことはいうまでもない。「国体」や「私有
、
、
、
財産制」がイデオロギーたりえないにもかかわらず、これをもってあえて思想犯罪を測る傘へき物指しとしてのイデ
（５） 
オロギーたらしめなければならなかったところに裁判官の悲劇があった。かりに、裁判官個人に特定のイデオロギ
ーないし思想があったとしても、法の解釈が、これを解釈する者の主観的主義思想によって寛厳いかようにもなる
（６） 
というのでは、法は法としての機能を果し得ない。そしてさらに重要なことは、「司法部赤化事件」にみられるよ
うに、治維法によって裁判官自身のイデオロギーが「踏み絵」にかけられたという事実である。
‐・ｌ１－Ｉ－Ｉｇ‐ｄ－ｉ・ＰｌｉＩＩ’叩１１回１－屯刈泗口祠洲『●呵扣●田扣畑扣叩田口Ｚ
辮繍一」--- 鰯繍繍{}蝋＃ ’ 
治安維持法は思想立法としての機能のみならず、治安立法としての役割を兼ねていた。その運用の掌に当る当局
、
Ｔ
は、前者の面では、司法省と文部省であり、後者の面では内務省であったが、い雫つれにしても、治維法が体制への批
、
、
判や反対運動の抑圧をはかりつつも、その保護さる鶴へき法益が果して何であるかについてはついに》」れを明らかに
しえなかったといえる。そして、それはぼんらい思想立法のもつ根本的かつ共通的な性格からいって当然のことな
のである。このような立法が一度、成立した時は、それ自体、反体制的要素を含む労働運動は、もはや、いかなる
意味でも国家権力から安泰たりえないということは、治維法二○年の歴史の如実に示すところである。
かくして、一般的にいえば、法の番人たる司法当局者に人権思想や民主主義思想が欠如し、大衆運動や労働運動
が社会の発展法則としての民主々義の支柱になるという事実をかれらが認識しえなかったところに、かれらをして
やがて法治主義そのものを否定するファシズムに対する理論的抵抗を全く断念せしめた原因を求めることができる
よ』フに思われる。
（１）たとえば組合の機関紙またパンフレットの発行は出版法、新聞紙法により発売、頒布の禁止または差押の行政処分と違
反に対する処罰である司法処分の二重の制約を豪ったがとりわけ「安寧秩序を妨害する」という理由による行政処分が最も
大きな言論の抑圧となった。ところで、安寧秩序の妨害とは「広く公共の平和を害し、社会の組織を撹乱する虞あること」
と解されていた。治維法の解釈はこのような公共性や社会組織の解釈についての基本的立場を提供する役割を果したのであ
る。
、
、
、
（２）当局者「によって労働運動の健全化を目的とする労資協調政策が打ち出されるのは一般に、弾圧思想政策が樹立された以
後のことである。
、
、
（３）昭和四年から七年頃まで多数の穣牲者を出した小学校教員事件は一般使用人組合という全協傘下の組織との関係におい
て大たい的にけん伝されたもので、当局の思想対策の一端を露骨に示す事件であった。
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（４）裁判所は法律審査権をもたないものとされていたｐ治維法が明治憲法の保障する臣民の人権を侵害するものとして違憲
の疑いがあるかどうかということは初めから問題にされたことがなかった。治維法違反容疑として起訴された者を裁判所が
実質上無罪とした例はきわめて少い。
（５）一一一宅判事は「治安維持法の何たるやを解決する重大な責任は裁判官の肩上にある。もし裁判官が青年子弟の思想に理解
がなくその心情に洞察を欠くときは純真熱血の青年を駆ってその終世を葬らしむることなきを保し難い。国民は特にこの点
に留意して裁判官の裁判に対し監視を慨ってはならない」と悟した。（現代法学全集一一一八巻「治安維持法」）。しかし国民に
はその裁判を監視する途が開かれていたであろうか。
（６）司法部赤化事件とは昭和八年二月長崎地裁判事為成頭之助外六名の司法職員が共産党シンパあるいは資金供与の容疑で
検挙された事件である。このセンセ１ショナレな事件が治維法改正強化に果した影響力は大きい。本件に関する大審院判例
検挙された事件である。この」
は昭九、一一、一第一刑事部。
